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（１）都市地域交通戦略における施策評価

さいたま市都市交通戦略について

「さいたま市都市交通戦略」は、SMART プランの短・中期の実行計画であり、平成 23 年 3 月に策定。平成
29 年７月には、本市の都市交通を取り巻く環境の変化に応じて、都市交通戦略の見直しを実施。令和２年度末
で計画の「中期」の期間を迎え、施策の多くは取組みを継続する状況にあることから、SMARTプランの目標年
次を踏まえ、計画期間を概ね５年間延長し、合わせて現況や施策の一部を更新。
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基本方針 施策体系 指標１ アウトプット指標 指標２ アウトカム指標

【方針１】
市内のアクセス
性が高い交通体
系の整備

1-1
市内の都心・副都心間を結ぶ基幹交
通ネットワークの強化

■都市計画道路整備状況
■市内の基幹的道路網整備率

■鉄道乗車人員
■バス利用者数
□市内の昼間人口比率
■移動に関する満足度

1-2
鉄道駅周辺のアクセス向上

1-3
公共交通機関の利用促進に関するソ
フト施策の充実

【方針２】
広域的なアクセ
ス性が高い交通
体系の整備

2-1
広域交通拠点の形成

■交通ネットワークの変化
（空港アクセス、鉄道乗り入れ、高速バスの行
先の変化など）

■インターチェンジ利用台数
■新幹線乗車人員
■市内への来訪者数（観光入込客数）
■移動に関する満足度2-2

広域的な交通ネットワークの形成

【方針３】
市内の都心・副
都心内の充実し
た交通環境の提
供

3-1
歩行者・自転車優先の快適性・回遊
性の高い空間の形成

■都市計画道路整備率（都心・副都心内）
■交通拠点（駅前広場、交通ターミナル）
整備状況

■市内の都心・副都心内の歩道整備状況
（都市計画道路、市街地整備事業区域内道路）

■新たな交通手段の導入状況

■鉄道駅乗車人員（都心、副都心）
■シェアサイクルなど利用者数
■大宮駅周辺の「賑わい」、「回遊性」に対して
満足した人の割合

□まちなかの歩行者数
■移動に関する満足度

3-2
多様な回遊手段の提供

3-3
都心地区内における自動車利用の削
減方策の推進

【方針４】
安全・安心で誰
もが移動しやす
い交通環境

4-1
市街地の交通空間の安全性の向上

■自転車走行環境整備延長
■情報提供施設の整備状況
（公共 交通利用に関する情報提供）

■ノンステップバスの導入率

■交通事故件数・死傷者数
■放置自転車台数
□市民の外出率
■コミュニティバスの割引制
度利用者数 （障害者等）

□交通手段の分担率

■二酸化炭素排出量
■移動に関する満足度
■市内の乗用車の新車登
録台数に占める次世代自
動車の割合

4-2
多様な交通手段の活用による持続可
能な移動の促進

さいたま市都市交通戦略の施策について

都市交通戦略には、概ね今後５年以内に取り組む必要のある都市交通に関わる施策や、中長期的な取組が位置
付けられ、4つの方針に基づき、主な交通施策が整理されている。

※■：毎年計測・評価する指標、□数年に 1 回計測・評価する指標

基本目標：都市活動を支える利用しやすい移動環境の確保

（１）都市地域交通戦略における施策評価



現計画の施策の進捗
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完了が明確な施策分類Aと明確ではない施策分類Bの進捗状況を以下に示す
※ 都市交通戦略では、道路整備事業など取組みの完了が明確な施策を「完了が明確な施策（施策分類 A）」とし、
啓発事業など完了時点が明確でなく、継続して取り組む施策を「完了が明確でない施策（施策分類B）」として状況を整理している。

施策の計画に対する進捗状況施策の進捗状況

令和4年度時点

令和3年度時点

※施策数には再掲を含み、評価対象外(３施策)を除く

※施策数には再掲を含み、評価対象外(1施策)を除く

 昨年と比較し、施策分類 A の集計数に変化はないが、施策分類 B 
では、取組改善が３施策増えた。

 評価対象外の施策が去年と比較して２施策増えた。

令和4年度時点

令和3年度時点

※施策数には再掲を含み、完了(8 施策)・評価対象外(3施策)を除く

 昨年と比較し、施策分類 A での進捗の遅れが４施策増えた。
 施策分類 B では、評価対象外の２施策分、計画通りに実施してい

る施策が減少した。

※施策数には再掲を含み、完了(8 施策)・評価対象外(1施策)を除く

（１）都市地域交通戦略における施策評価

参考-図１：都市交通戦略における施策の進捗状況



（２）生活シーンごとのアクセシビリティ

生活シーン毎の移動分析
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分析するエリア区分の設定

A B
C D

E
F

さいたま市におけるアクセシビリティ区分
時間的・空間的アクセシビリティでA〜Fのエリア区分を設定
（EFは市街化調整区域のためまとめて分析）

左の表の区分をさいたま市に当てはめて地図で表現

4つの生活シーンの調査項目

働く 暮らす 遊ぶ 学ぶ
• 通勤 • 買い物

• 通院
• 運動
• ボランティア

• 外食
• 鑑賞やイベント

• 通学
• 塾・習い事

アンケート回答者を居住地のアクセシビリティ区分に応じて層別し、エリアごとの傾向を分析
移動は日常生活の派生需要であるため、根源需要の生活シーンを想定し、4つに分類。



全エリア共通で市内への移動に自動車、区内の移動に徒歩・
自転車利用が多い。Aでは市外へ鉄道利用も見られる。EFで
は市内へバス利用も見られる。

生活シーン毎の移動手段
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エリア・生活シーンごとの交通モードの役割分担を検討するにあたり、市民の移動実態を把握す
るため、移動手段を生活シーン、エリア、目的地ごとに集計し傾向を分析。

働く 暮らす

学ぶ 遊ぶ

全エリア共通で鉄道の利用が多い。AからEFにかけて自動車
利用が増加。徒歩・自転車利用についてはA〜Dでは主に市外
へ、EFでは区内の移動に利用されている。

全エリア共通で市内への移動に自動車利用が多い。Aでは市
内へ徒歩・自転車、市外へ鉄道利用が見られる。

全エリア共通で公共交通よりもアクティブモビリティや自動
車の利用が多い。AからEFにかけて自動車利用が増加。EFか
らAにかけて徒歩・自転車利用が増加。

鉄道 バス 自動車 徒歩・自転車

A 3% 8% 32% 1% 3% 5% 3% 6% 7% 8% 9% 16%

B 3% 5% 24% 1% 4% 11% 4% 8% 10% 8% 8% 14%

C 5% 7% 20% 4% 7% 4% 3% 9% 10% 7% 10% 15%

D 4% 7% 22% 2% 7% 7% 2% 7% 12% 3% 11% 14%

EF 5% 7% 15% 2% 7% 6% 10% 12% 10% 13% 6% 7%

区内 市内 市外 区内 市内 市外 区内 市内 市外 区内 市内 市外

鉄道 バス 自動車 徒歩・自転車

A 2% 5% 3% 1% 3% 1% 9% 16% 4% 29% 25% 3%

B 1% 3% 1% 2% 4% 1% 11% 22% 4% 24% 23% 3%

C 2% 3% 3% 3% 6% 1% 11% 18% 6% 24% 15% 7%

D 2% 2% 3% 0% 3% 2% 11% 31% 2% 20% 19% 5%

EF 2% 4% 2% 5% 6% 3% 12% 26% 6% 14% 17% 3%

区内 市内 市外 区内 市内 市外 区内 市内 市外 区内 市内 市外

鉄道 バス 自動車 徒歩・自転車

A 4% 11% 17% 2% 3% 2% 5% 13% 8% 12% 17% 8%

B 2% 7% 14% 2% 7% 6% 6% 19% 10% 6% 13% 8%

C 3% 6% 12% 1% 7% 4% 7% 20% 11% 8% 14% 8%

D 2% 9% 15% 1% 7% 4% 5% 21% 10% 5% 13% 9%

EF 2% 10% 10% 1% 8% 4% 5% 21% 18% 6% 8% 6%

区内 市内 市外 区内 市内 市外 区内 市内 市外 区内 市内 市外

鉄道 バス 自動車 徒歩・自転車

A 3% 8% 12% 2% 5% 4% 9% 16% 6% 15% 15% 6%

B 2% 5% 8% 2% 5% 7% 16% 19% 6% 15% 12% 5%

C 5% 3% 9% 2% 10% 5% 10% 16% 7% 19% 5% 9%

D 5% 0% 9% 2% 2% 7% 5% 25% 9% 16% 11% 9%

EF 4% 8% 8% 10% 12% 3% 12% 10% 4% 7% 8% 14%

区内 市内 市外 区内 市内 市外 区内 市内 市外 区内 市内 市外

（２）生活シーンごとのアクセシビリティ

参考-図２：生活シーン毎の移動手段



路線バスを利用しない理由
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交通モードの選択肢として路線バスが選ばれない理由（転換条件、運行頻度の課題）をエリア別
に把握するため、エリア別に「路線バスを利用しない理由」の設問を分析。

A（鉄道駅から1km以内） B（1時間1本以上のバス停から300m以内）

C（1時間1本未満のバス停から300m以内） D（バス停から300mより遠い、市街化区域）

EF（A〜D以外の市街化調整区域） 総括

路線バスよりアクセシビリティが高い鉄道を利用すると推察
（鉄道駅への移動はアクティブモビリティ）

走行ルートが最適ではない、1時間に1本の運行頻度では足り
ないといった性能保証の不満があると推察

時空間ともにアクセシビリティが悪く、品質・性能保証双方
の不満があると推察

特に空間的アクセシビリティが低く、運行エリアやバス停ま
での移動の不満があると推察

D同様、空間的アクセシビリティが低く不満があると推察
（施策対象範囲とするかは需要量などを加味）

交通モードの選択肢として路線バスが選ばれない理由は、
時間信頼性（遅延）、コストパフォーマンス、乗り心地など
の利用時の悪い経験（サービス）ではなく、アクセシビリ
ティやモードの自由度が影響していると思料。
また、Bのような空間的アクセシビリティが高いエリアにお
いても時間的アクセシビリティの課題はあり、需要が満たせ
ていない。

（２）生活シーンごとのアクセシビリティ

参考-図3：路線バスを利用しない理由
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自動車依存の実態

（３）各交通モードの利用実態

前回いただいたご意見踏まえて自家用車利用の実態を聴取した結果、約半数が徒歩15分以上の
1~5km未満での利用だった一方で、600m未満でも利用される方が21%いることが分かった。

5km未満の距離での自動車依存 自動車を利用する理由
さいたま市では5kmまでの自家用車利用が4人に3人
（78％）、
特に1km未満の徒歩15分圏では4人に1人（29％）、
600m未満の移動での自動車依存は5人に1人（21％）であ
る。

利用する全体理由として以下の左からの順に並ぶが、600m
未満の移動では、それ以上の距離で利用する方よりも、歩く
のが面倒という回答が目立つ。

n=1392

※ その他の理由として
常に利用、時間節
約、送迎、常に、交
通の便が悪い時が挙
がっている。

100m未

満

2% 100～200m未満

1%

200～300m未満

2%
300～400m未満

3%

400～500m未満

1%

500～600m未満

12%

600～700m未満

2%

700～800m未満

2%

800～900m未満

3%

900～1km未満

1%

1～5km未満

49%

短距離（5km未

満）の移動で

は自家用車を

利用しない

22%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

〜600m未満 〜1km未満

参考-図4：5km未満の距離での自動車依存 参考-図5：自動車を利用する理由
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自動車依存の実態

600m未満の自動車利用について、年齢層別・エリア別のそれぞれで層別。年齢層別では顕著な
違いが無かったが、エリア別ではEFが他のエリアより300m未満での利用傾向が高くなった。

A B
C D
E
F
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20%
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80%
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100%
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300〜400m未満 400〜500m未満 500〜600m未満

（３）各交通モードの利用実態

参考-図7：自動車依存の実態（エリア別）参考-図6：自動車依存の実態（年齢別）
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（３）各交通モードの利用実態

交通維持のための費用負担

前回いただいたご意見踏まえて「交通サービス維持のための費用負担」に対する意見とその理由
を聴取

交通維持の負担について 賛成の理由（複数選択可）

反対の理由

自身が公共交通を利用する・しないに関わらず、地域の交通
サービスを維持・向上するために、一人あたりの負担額が増
加することについて意見を聴取。
反対は6%と少なく、賛成側の意見は94%であった。

応益・応能負担のバランスを検討し、利用目的と施策の効果を
明確に示していくことで理解度の向上が可能と推察される。

賛成側でも増税の有無で理由が分かれる結果になった。

賛成である

654 

31%

合計で負担する税金の額が増え

ないのであれば、賛成である

（納めている税金の中で交通に

使う割合が増える）

1313 

63%

反対である

133 

6%

25%

12%

11%
11%

8%

5%

4%

2%
2%

20%

経済的に余裕がないから
利用者負担にするべきだから
利用しないから
交通税の用途が不明
効果が出ないと思うから
理由なし
他の優先対応事項があるから
現状で満足だから
他から捻出するべきだから
その他

交通

サービ

スが向

上する

ことは

自分に

とって

メリッ

トが…

交通

サービ

スの維

持は地

域に

とって

重要…

その他
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サービ
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サービ
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7
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1200
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増税が無ければ賛成

N=125
N=2100

参考-図8：交通維持の負担について

参考-図9：交通維持の負担（賛成理由）

参考-図10：交通維持の負担（反対理由）
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（４）中高生アンケート

中高生アンケート結果

58.1

29.9

62.8

41.1

13.1

0.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電車

バス

自転車

徒歩

一緒に住んでいる人が運転する車

学校に通っていない

その他【 】

87.9

31.4

72.8

57.2

26.3

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電車

バス

自転車

徒歩

一緒に住んでいる人が運転する車

その他【 】

スクールバス ５
地下鉄 １
雨天時、車 １

遊びに行かない ２
家族や家族の友達が運転する車 １
汽車 １
地下鉄 １ （高速鉄道？）

平日、学校に行くときの手段

休日、遊びに行くときの手段
さい

たま

市岩

槻区

1.8%

さいた

ま市浦

和区

7.4%

さいた

ま市大

宮区

6.7%

さいた

ま市北

区 9.5%

さい

たま

市桜

区

4.2%

さいた

ま市中

央区

6.4%
さいた

ま市西

区 4.0%

さいた

ま市緑

区 5.4%

さいた

ま市南

区 9.5%

さい

たま

市見

沼区

8.0%

さいた

ま市外

37.1%

居住地

休日、遊びに行く場所

住んでい

る区内

15.3%

さいたま市

内 47.5%

さいたま市

外（池袋、

東京など）

36.2%

その他

1.0%

市外からの通学者も回答があり、市民アンケートよりも電車・バスの利用が多い傾向が見える。

参考-図11：中高生アンケート（居住地） 参考-図12：中高生アンケート（遊びの移動手段）

参考-図13：中高生アンケート（通学の移動手段） 参考-図14：中高生アンケート（遊びに行く場所）
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全く影響

しなかっ

た 16.4%

ほとんど

影響しな

かった

19.1%

どちらと

もいえな

い 22.5%

かなり影

響した

30.2%

大きく影

響した

11.7%

進学先を決定する際への移動時間の影響

100円 1.1%

200円

6.8%

300円 9.3%

400円 8.2%

500円 26.1%

600円 12.7%

700円

4.8%

800円 9.5%

900円 5.7%

900円より上

12.7%

その他

3.2%

運賃の許容範囲（外出１回の合計）

中高生アンケート結果

• 移動時間や距離が進学へ影響という回答が約42%と、進路の選択時には通い安さが影響。
• 1回の外出での運賃は500円までの回答が50%を超えており、学生のお財布事情が行動範囲に
影響することが分かる。

（４）中高生アンケート

参考-図15：中高生アンケート（進学先への移動時間の影響） 参考-図16：中高生アンケート（運賃の許容範囲）



出所︓＜収入＞R4輸送実績、＜費用＞令和６年度 地域公共交通確保維持改善事業費補助金計画認定申請に係る地域キロ当たり標準経常費用（国交省）に走行台キロを乗じ
て算出 ※収入に関する数値がある計117路線を対象に集計

収支額ー収支率収支額の構成比

• 一部の黒字額が高く収支率も高い路線が赤字路線を支える構図。
• 長大路線になるほど収支が悪化する傾向があり、乗車密度の低い区間が多数あると推測。
• 必要人員が多く収支も赤字の路線があり、これらは再編対象候補となる可能性がある。

収支額ー収支率収支額の構成比

路線バス 収支額-路線のキロ程 収支額-必要人員数

• 一部の黒字額が高く収支率も高い路線が赤字路線を支える構図。
• 長大路線になるほど収支が悪化する傾向があり、乗車密度の低い区間が多数あると推測。
• 必要人員が多く収支も赤字の路線があり、これらは再編対象候補となる可能性がある。

（５）路線バスの運行課題について

路線バスの実態

(40,000)

(20,000)

0

20,000

40,000

60,000
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100,000

120,000

0% 100% 200% 300% 400% 500% 600%

30分に1本未満
30分に1本以上
15分に1本以上

参考-図17：路線バス（収支額の構成比） 参考-図18：路線バス（運行頻度別収支状況）

参考-図19：路線バス（路線のキロ程別収支） 参考-図20：路線バス（必要人員数と収支額の関係）
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運行頻度全時間帯

（６）路線バスの運行頻度について

参考-図20：路線バス（運行頻度全時間帯）
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高齢非高齢別にみた無理なく休まずに歩ける距離

（７）高齢者に関するデータ

資料：H27全国都市交通特性調査（国土交通省）

高齢・非高齢別にみた無理なく休まずに歩ける距離 さいたま市の認定者数と認定率の動向（65歳以上）

• 65歳以上で300ｍまで無理なく休まずに歩けると回答した方は、全体の15％
• 一方、本市において、65歳以上で要支援・要介護に認定されている方は、18.6％

参考-図21：高齢者（休まずに歩ける距離） 参考-図22：高齢者（認定者数と認定率の動向）

資料：さいたま市いきいき長寿応援プラン（R6.3)


